
 

 

 
⑤支払、納品日を含め補助

事業がすべて完了した日で

すか（事業実施期限は平成

29年12月31日まで）。 

④③以降の日付です

か。 

③交付決定日（「交付決

定通知書」に記載されて

いる右上の日付）と同じ

ですか。 

②申請書（様式１）また

は登録事項変更届に記載

された内容と同じです

か。 

①提出日の記載は正しいで

すか。(事業終了日から３０日以

内の日、または平成３０年１月１

０日のいずれか早い日まで） 

ｏｉｎｔ 

Ｐ 
記載内容に問題がないこと、報告された補助事業の実施内容が、申請し、

交付決定された内容（変更承認を受けた場合は承認された内容）に適合し

ていることなどを、確認します。 

[（様式第8）実績報告書］は、必ず提出してください。 
様式第8記入用フォーマット表示 

⑦申請書(様式3)1.1補助

事業で行う事業名と同じ

ですか。 

⑧実施した補助事業の

内容が具体的に記入さ

れてますか。 

⑥申請書（様式１）または

登録事項変更届に記載され

た名称と同じですか。 

  [（様式第８） 実績報告書] 

① 

② 

③ 

⑤ 
④ 

⑦ 

⑥ 

⑨ 

⑧ 

⑨⑧に記入した補助事業を

実施した結果、どのような

成果があったかが記入され

ていますか。 

≪共同申請の場合≫ 
②⑥については、連名でご記入ください。 

⑧は、補助事業者ごとに取組内容を記入してください。 
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   必要必要必要
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⑪実際に補助事業

に取り組んだこと

で、どのような効

果があったか、ま

たは今後見込まれ

るかが記入されて

いますか。 

ｏｉｎｔ 

Ｐ 
記載内容に問題がないこと、報告された補助事業の実施内容が、申請し、

交付決定された内容（変更承認を受けた場合は承認された内容）に適合し

ていることなどを、確認します。 

 

[（様式第8）実績報告書］は、必ず提出してください。 
様式第8記入用フォーマット表示 

  [（様式第８） 実績報告書] 

① 

⑪ 

≪やらなかった・できなかった場合≫ 

・申請時に予定していた経費を、補助対象経費として計上して

いない場合はその理由を３.（3）事業の具体的な取組内容欄に

ご記入ください。 

 

 補助金上限引き上げの対象の方 
・申請時に予定していた「買物弱者対策の取り組み」、「海外

展開の取り組み」ができなかった場合も、その理由を 

３.（3）事業の具体的な取組内容欄にご記入ください。 

 

※「従業員の賃金を引き上げる取り組み」、「雇用を増加させ

る取り組み」は、該当のページをご参照ください。 
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   必要必要必要
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